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第１４７回新生ふくしま復興推進本部会議 

第４７回福島イノベーション・コースト構想推進本部会議 

合同会議 議事録 
 
■ 日時：令和７年３月２４日（月）１１：２５～１１：３５ 

■ 場所：危機管理センター災害対策本部会議室（北庁舎２階） 

 

【鈴木副知事】 

ただ今から、新生ふくしま復興推進本部会議、福島イノベーション・コース

ト構想推進本部会議の合同会議を始めます。 

早速、議題「再生可能エネルギー先駆けの地アクションプラン（第５期）

（案）」について、企画調整部長。 

 

【企画調整部長】 

【資料１－１】により、御説明いたします。「再生可能エネルギー先駆けの

地アクションプラン（第５期）案」を、関係部局と共に策定しました。総合計

画の個別計画である、福島県再生可能エネルギー推進ビジョン２０２１に基づ

く行動計画として決定いただくものであります。計画期間としては、２０２５

年度から２０２７年度までの３年間となっております。 

資料左側「２ 第５期アクションプランの目標」ですが、ビジョンで掲げた

県内エネルギー需要量と比較した再生可能エネルギー導入量の中間目標である

２０３０年度７０％の達成に向け、現在進められている計画や今後の取組等を

勘案し、設備容量としては３３４ＭＷの増加を見込み、２０２７年度までに６

６．０％を目指します。 

また、県内電力需要量と比較した再生可能エネルギー導入量の割合が、２０

２３年度に１０２．９％となりましたが、今後、電力需要が増加することも考

えられることから、引き続き１００％以上を維持することを目指します。 

資料左下「３ 課題等への対応」についてであります。「再生可能エネルギ

ーと地域との共生」や「再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積の更

なる促進」、「２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて」などの課題

等に対応してまいります。 

資料右側には、４つの柱に基づく主な取組について記載しております。ペロ

ブスカイト太陽電池などの新しい技術や地域との共生、地産地消の観点を踏ま

えた「再生可能エネルギーの導入拡大」を始め、「再生可能エネルギー関連産
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業集積」、「持続可能なエネルギー社会の構築」、「水素社会の実現」の４つ

を柱として、関係部局と連携して進めてまいります。以上でございます。 

 

【鈴木副知事】 

今の説明に関して、何かありますか。 

なければ、原案のとおり決定することといたします。 

知事からお願いいたします。 

 

【知事】 

再生可能エネルギーの導入推進は、本県復興の大きな柱であるとともに、２

０５０年カーボンニュートラルの実現のためにも不可欠な取組です。 

これまでの取組により、再エネの導入実績は順調に推移しています。一方で、

安全等に対する地域の懸念が生じるなど、地域と共生した再エネの導入が重要

であります。 

こうした状況を踏まえながら、本県の更なる復興の加速と持続可能な社会づ

くりに向けて、関係部局が連携をして取り組んでください。 

 

【鈴木副知事】 

次に、報告事項の１つ目「令和７年度風評・風化対策」について、風評・風

化戦略担当理事。 

 

【風評・風化戦略担当理事】 

資料２－１をご覧ください。風評・風化対策関連指標の現状であります。総

合計画で定めた主要指標の「ふくしまに良いイメージを持っている人の割合」

は４９％と、目標値である５０％を下回る一方、「ふくしまに悪いイメージを

持っている人の割合」は減少傾向にあります。また「どちらともいえない」と

回答する人が増加していることから、本県への関心度が低下する風化が進んで

いるものと考えられます。 

なお、補完指標は「外国人宿泊者数」が過去最高となりましたが、米や桃、

牛肉などの価格が全国平均と比較して低い状況が固定化しているなど、依然と

して根強い風評が見られます。 

次に、資料２－２「令和７年度当初予算における風評・風化対策の全体像」
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であります。来年度は、国、市町村、関係団体との連携を強化し、大阪・関西

万博、デフリンピック及びプレＤＣなど、国内外の方々が多く集まる機会を活

用し、福島の今や魅力を丁寧に分かりやすく伝えながら、更なるイメージの向

上を図り、本県への共感の輪が更に広がるよう取り組んでまいります。 

続いて、資料２－３「主要事業のスケジュール」であります。様々な事業を

切れ目なく進め、本県情報のアップデートやイメージ向上を図ってまいります。 

引き続き、各部局が連携し、効果的に風評・風化対策に取り組んでまいりま

す。説明は以上です。 

 

【鈴木副知事】 

続いて、報告事項の２つ目「復興・再生のあゆみ」について、企画調整部長。 

 

【企画調整部長】 

資料３－１の「復興・再生のあゆみ」をご覧ください。昨年１２月に発行し

た第１５版を改定して、第１６版としました。 

今回、表紙には、風評払拭に向けた県産農林水産物のブランド力強化の取組

の１つとして、県が開発した「福粕花」、「ゆうやけベリー」、「福、笑い」

のほか、震災前から築地市場などで高く評価されてきた「常磐もの」を記載い

たしました。こうしたブランド力強化の取組を通じて、本県の魅力を発信し、

風評払拭に向けて引き続き、取り組んでまいります。 

なお、本資料の基礎資料となる資料３－２の「ふくしま復興のあゆみ」も併

せて更新を行い、公表いたします。 

また、資料３－３の「「新生ふくしま」の実現に向けて」の１枚目について、

２０２１年８月の発行以来、復興の軌跡として「ひと」「暮らし」「しごと」

の３分野で、主にインフラ、生活環境の整備状況を掲載しておりましたが、写

真やグラフを用いて、一目で福島の復興状況がわかるように、全面リニューア

ルをいたしました。 

なお、２枚目については、引き続き、被災地域１５市町村における生活環境

の整備状況を更新しております。説明は以上です。 

 

【鈴木副知事】 

今の説明に関して、何かありますか。 

なければ、知事からお願いいたします。 
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【知事】 

今年度は、浪江町、富岡町の特定帰還居住区域で除染・解体作業が開始をさ

れ、新たに南相馬市において特定帰還居住区域が設定されるとともに、特定復

興再生拠点区域の整備が進められるなど、福島の復興は着実に前進しています。 

一方、未曽有の複合災害からの復興・再生、廃炉と汚染水・処理水対策、除

去土壌等の県外最終処分、風評と風化の問題に加え、急激に進む人口減少、度

重なる自然災害、原油価格・物価高騰への対応など、福島県は依然として多く

の困難な課題を抱えています。 

令和７年度は、第２期復興・創生期間の最終年度であり、夏には次の５年間

に向けて復興の基本方針の見直しが予定されているなど、極めて重要な一年と

なります。福島の復興・再生に向け、第２期復興・創生期間後も切れ目なく、

一つ一つの取組を着実に前へと進めていかなければなりません。 

県民の皆さんが豊かさや幸せを実感し、世界に誇れる福島の復興を実現する

ため、今後も全庁一丸となって、全力で挑戦を続けていきましょう。 

 

【鈴木副知事】 

 以上で合同会議を終了します。 


